
  

平成 16 年 12 月期  個別中間財務諸表の概要         平成 16 年 7 月 30 日 

上 場 会 社 名         アンジェス MG 株式会社     上場取引所 東証マザーズ 

コ ー ド 番 号           4563                                 本社所在都道府県 大阪府 

（ＵＲＬ  http://www.anges-mg.com ） 
代  表  者 役職名 代表取締役社長 

  氏名  山田 英 
問合せ先責任者 役職名 取締役管理本部長 

氏名  中塚 琢磨         ＴＥＬ (03)5730－2753 
決算取締役会開催日 平成 16 年 7 月 30 日           中間配当制度の有無            有 
中間配当支払開始日 平成 －年－月 －日           単元株制度採用の有無            無 
 

１． 16 年 6 月中間期の業績(平成 16 年 1 月 1 日～平成 16 年 6 月 30 日) 

(1) 経営成績 (百万円未満切捨) 

 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％

16 年 6 月中間期 
15 年 6 月中間期 

 850 △33.2
 1,274 30.1

 △874  ―
 △ 368 ―

 △867 ―
 △ 363 ―

15 年 12 月期  2,452  △ 955  △ 958 
 
 

中間(当期)純利益 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

 百万円    ％ 円  銭

16 年 6 月中間期 
15 年 6 月中間期 

 △ 869 ―
 △ 365 ―

△ 9,176.65 
△ 4,342.97 

15 年 12 月期  △ 986 △ 11,398.40 

 
 

 (注)①期中平均株式数 16 年 6 月中間期  94,741 株  15 年 6 月中間期  84,070 株  15 年 12 月期  86,585 株 

    ②会計処理の方法の変更   無 

     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

 

(2)配当状況 

 １株当たり 
中間配当金 

１株当たり 
年間配当金 

 

 円   銭 円   銭

16 年 6 月中間期 
15 年 6 月中間期 

0  00 
0  00 

――――― 
――――― 

 

15 年 12 月期 ――――― 0  00  

 

(3)財政状態 

 総 資 産     株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円   銭

16 年 6 月中間期 
15 年 6 月中間期 

 10,556 
 5,706 

 8,903 
 4,123 

84.3 
72.3 

93,446.60 
49,040.92 

15 年 12 月期  10,829  9,461 87.4 100,747.75 

 (注)①期末発行済株式数 16 年 6 月中間期  95,281 株  15 年 6 月中間期  84,079 株  15 年 12 月期  93,914 株 

   ②期末自己株式数  16 年 6 月中間期    ―  株  15 年 6 月中間期    ― 株  15 年 12 月期   ― 株 

 
２．16 年 12 月期の業績予想(平成 16 年 1 月 1 日～平成 16 年 12 月 31 日) 

１株当たり年間配当金  売 上 高     経常利益 当期純利益 
期 末  

 百万円 百万円 百万円 円  銭 円 銭

通   期 2,000 ～ 3,000 △1,900～△900 △1,900～△900 0 00 0 00

(参考)１株当たり予想当期純利益（通期）  △19,997 円 39 銭～△9,472 円 44 銭 
 

 
※ 上記の予想は、現時点において、入手可能な情報及び将来の業績に与える不確実要因に関しての仮定を前提と

しています。実際の業績は、今後様々な要因により上記の予想とは異なる可能性があります。 

  なお、上記業績予想に関する事項は、添付書類の 9ページを参照して下さい。



ファイル名:100_9390600661609.doc 更新日時:7/28/2004 4:58 PM 印刷日時:04/07/29 21:48 

― 48 ― 

個別中間財務諸表等 
  中間財務諸表 

① 中間貸借対照表 

 

  
前中間会計期間末 

(平成15年６月30日) 

当中間会計期間末 

(平成16年６月30日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 

(平成15年12月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

(資産の部)    

Ⅰ 流動資産    

１ 現金及び預金   3,454,895 5,360,839  5,995,176

２ 売掛金   94,338 105,729  83,826

３ 有価証券   ― 2,100,120  2,298,748

４ たな卸資産   616,428 543,325  512,366

５ 前渡金   966,879 1,318,360  921,485

６ 前払費用   63,902 40,781  47,834

７ 未収入金   16,500 ―  ―

８ 立替金   58,225 12,825  23,869

９ 信託受益権   ― 500,000  500,000

10 その他 ※３  ― 19,108  3,872

11 貸倒引当金   △110 ―  △118

流動資産合計   5,271,058 92.4 10,001,090 94.7  10,387,059 95.9

Ⅱ 固定資産    

１ 有形固定資産    

(1) 建物  185,175 124,637 124,637 

  減価償却累計額  △59,755 125,420 △64,042 60,594 △56,022 68,614

(2) 機械装置  86,344 2,143 2,143 

  減価償却累計額  △61,940 24,403 △1,690 452 △1,548 594

(3) 工具器具備品  99,919 149,967 129,822 

  減価償却累計額  △42,805 57,113 △82,751 67,215 △68,495 61,327

有形固定資産合計   206,938 3.6 128,262 1.2  130,537 1.2

２ 無形固定資産   91,670 1.6 182,893 1.8  75,367 0.7

３ 投資その他の資産    

(1) 投資有価証券   ― 1,000  1,000

(2) 関係会社株式   90,384 186,006  186,006

(3) 長期前払費用   7,816 19,765  10,594

(4) 敷金保証金   38,688 37,408  39,216

投資その他の資産 
合計 

  136,889 2.4 244,180 2.3  236,817 2.2

固定資産合計   435,499 7.6 555,335 5.3  442,722 4.1

資産合計   5,706,557 100.0 10,556,426 100.0  10,829,781 100.0
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前中間会計期間末 

(平成15年６月30日) 

当中間会計期間末 

(平成16年６月30日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 

(平成15年12月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

(負債の部)    

Ⅰ 流動負債    

１ 買掛金   256,209 111,829  107,582

２ 未払金   96,912 96,624  64,790

３ 未払費用   4,316 8,781  4,201

４ 未払法人税等   2,408 2,798  4,695

５ 未払消費税等 ※３  16,083 ―  37,003

６ 前受金   1,200,919 1,416,371  1,143,444

７ 預り金   6,396 16,336  6,438

流動負債合計   1,583,246 27.7 1,652,741 15.7  1,368,157 12.6

負債合計   1,583,246 27.7 1,652,741 15.7  1,368,157 12.6

(資本の部)    

Ⅰ 資本金   1,803,297 31.6 4,939,128 46.8  4,784,341 44.2

Ⅱ 資本剰余金    

 資本準備金   3,100,690 6,236,521  6,081,734

資本剰余金合計   3,100,690 54.3 6,236,521 59.0  6,081,734 56.2

Ⅲ 利益剰余金    

 中間(当期)未処理損失   780,676 2,271,898  1,402,493

利益剰余金合計   △780,676 △13.6 △2,271,898 △21.5  △1,402,493 △13.0

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金 

  ― △66 △0.0  △1,957 △0.0

資本合計   4,123,311 72.3 8,903,685 84.3  9,461,624 87.4

負債資本合計   5,706,557 100.0 10,556,426 100.0  10,829,781 100.0

    
 



ファイル名:110_9390600661609.doc 更新日時:7/29/2004 9:50 PM 印刷日時:04/07/29 21:50 

― 50 ― 

② 中間損益計算書 

 

  
前中間会計期間 

(自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日) 

前事業年度 
要約損益計算書 

(自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 
百分比
(％)

金額(千円) 
百分比
(％)

金額(千円) 
百分比
(％)

Ⅰ 事業収益   1,274,769 100.0 850,912 100.0  2,452,246 100.0

Ⅱ 事業費用    

 １ 研究開発費 ※４ 1,347,662 1,430,513 2,822,469 

 ２ 販売費及び 
   一般管理費 

 295,113 1,642,775 128.9 294,416 1,724,930 202.7 585,550 3,408,020 139.0

営業損失   368,006 △28.9 874,017 △102.7  955,774 △39.0

Ⅲ 営業外収益 ※１  5,875 0.5 9,672 1.1  34,586 1.4

Ⅳ 営業外費用 ※２  1,709 0.1 2,880 0.3  37,634 1.5

経常損失   363,840 △28.5 867,225 △101.9  958,821 △39.1

Ⅴ 特別利益   234 0.0 118 0.0  226 0.0

Ⅵ 特別損失   ― ― 400 0.1  24,541 1.0

税引前中間(当期) 
純損失 

  363,606 △28.5 867,507 △102.0  983,136 △40.1

法人税、住民税 
及び事業税 

  1,507 0.1 1,897 0.2  3,794 0.2

中間(当期)純損失   365,113 △28.6 869,404 △102.2  986,930 △40.3

前期繰越損失   415,563 1,402,493  415,563

中間(当期) 
未処理損失 

  780,676 2,271,898  1,402,493
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 

前中間会計期間 
(自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

  ① その他有価証券 

―――――― 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ② 子会社株式 

    移動平均法による原価法 

 (2) デリバティブ 

   時価法 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

  ① その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算期末日の市場価

格等に基づく時価法 

(評価差額は、全部資本

直入法により処理し、売

却原価は、移動平均法に

より算定) 

時価のないもの 

移動平均法による原価法

  ② 子会社株式 

同左 

 (2) デリバティブ 

―――――― 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

  ① その他有価証券 

時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等

に基づく時価法 

(評価差額は、全部資本

直入法により処理し、売

却原価は、移動平均法に

より算定) 

時価のないもの 

移動平均法による原価法

  ② 子会社株式 

同左 

 (2) デリバティブ 

時価法 

 (3) たな卸資産 

  ① 原材料 

    移動平均法による原価法 

  ② 仕掛品 

    個別法による原価法 

  ③ 貯蔵品 

    最終仕入原価法 

 (3) たな卸資産 

  ① 原材料 

同左 

  ② 仕掛品 

同左 

  ③ 貯蔵品 

同左 

 (3) たな卸資産 

  ① 原材料 

同左 

  ② 仕掛品 

同左 

  ③ 貯蔵品 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

  定率法 

なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

建物 ３年～15年

機械装置 ３年～４年

工具器具備品 ３年～10年
 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

同左 

 (2) 無形固定資産 

  定額法 

なお、自社利用のソフトウェ

アについては社内における見込

利用可能期間(５年)に基づく定

額法を採用しております。 

 (2) 無形固定資産 

同左 

 (2) 無形固定資産 

同左 

 (3) 長期前払費用 

   定額法によっております。 

 (3) 長期前払費用 

同左 

 (3) 長期前払費用 

同左 

３ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。 

３ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準 

同左 

３ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、期末日

の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ております。 
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前中間会計期間 

(自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日) 

４ 引当金の計上基準 

  貸倒引当金 

売上債権等の貸倒損失に備える

ため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額を計

上しております。 

４ 引当金の計上基準 

  貸倒引当金 

売上債権等の貸倒損失に備える

ため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額を計

上することとしております。 

４ 引当金の計上基準 

  貸倒引当金 

売上債権等の貸倒損失に備える

ため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額を計

上しております。 

５ リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

５ リース取引の処理方法 

同左 

５ リース取引の処理方法 

同左 

６ ヘッジ会計の方法 

 (1) ヘッジ会計の方法 

為替予約について振当処理を

行っております。 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

   ヘッジ手段 

    為替予約 

   ヘッジ対象 

外貨建予定取引及び外貨建

金銭債権債務 

 (3) ヘッジ方針 

外貨建取引に係る為替変動リ

スクの回避を目的として、ヘッ

ジを行っております。 

 (4) ヘッジの有効性の評価方法 

為替予約の締結時にヘッジ対

象と同一通貨建てによる同一金

額で同一期日の為替予約を振当

てているため、その後の為替相

場の変動による相関関係は完全

に確保されており、その判定を

もって有効性の判定に代えてお

ります。 

６ ヘッジ会計の方法 

―――――― 

６ ヘッジ会計の方法 

 (1) ヘッジ会計の方法 

為替予約について振当処理を

行っております。 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

   ヘッジ手段 

    為替予約 

   ヘッジ対象 

外貨建予定取引及び外貨建

金銭債権債務 

 (3) ヘッジ方針 

外貨建取引に係る為替変動リ

スクの回避を目的として、ヘッ

ジを行っております。 

 (4) ヘッジの有効性の評価方法 

為替予約の締結時にヘッジ対

象と同一通貨建てによる同一金

額で同一期日の為替予約を振当

てているため、その後の為替相

場の変動による相関関係は完全

に確保されており、その判定を

もって有効性の判定に代えてお

ります。 

７ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

 (1) 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計

処理は税抜方式によっておりま

す。 

７ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

 (1) 消費税等の会計処理 

同左 

７ その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

 (1) 消費税等の会計処理 

同左 

 

 

 (2) 貸借対照表 

財務諸表等規則の改正によ

り、当事業年度における貸借対

照表の資本の部については、改

正後の財務諸表等規則により作

成しております。 
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前中間会計期間 
(自 平成15年１月１日 
至 平成15年３月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年３月31日) 

前事業年度 
(自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日) 

   (3) １株当たり情報 

当事業年度から「１株当たり

当期純利益に関する会計基準」

(企業会計基準委員会 平成14

年９月25日 企業会計基準第２

号)及び「１株当たり当期純利

益に関する会計基準の適用指

針」(企業会計基準委員会 平

成14年９月25日 企業会計基準

適用指針第４号)を適用してお

ります。 

 

表示方法の変更 

 

前中間会計期間 
(自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日) 

(中間貸借対照表) 

前中間会計期間において流動資産の「その他」に含め

ておりました「立替金」はその重要性が増したため、当

中間会計期間より区分掲記しております。 

なお、前中間会計期間の「立替金」は3,743千円であ

ります。 

(中間貸借対照表) 

前中間会計期間において区分掲記しておりました「未

収入金」は、その重要性が低くなったことから流動資産

の「その他」に含めて表示しております。 

なお、当中間会計期間の「未収入金」は1,852千円で

あります。 

 

追加情報 

 

前中間会計期間 
(自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日) 

(中間貸借対照表) 

中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における中間貸

借対照表の資本の部については、改

正後の中間財務諸表等規則により作

成しております。 

―――――― ―――――― 
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注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

 

前中間会計期間末 
(平成15年６月30日) 

当中間会計期間末 
(平成16年６月30日) 

前事業年度末 
(平成15年12月31日) 

１   ―――――― １ 偶発債務 

次の関係会社のリース債務につ

いて債務保証を行っております。

ジェノミディア株式会社 

85,043千円

１ 偶発債務 

次の関係会社のリース債務につ

いて債務保証を行っております。

ジェノミディア株式会社 

106,304千円

２ 運転資金の効率的な調達を行

うため主要取引金融機関と当座

貸越契約を締結しております。 

当座貸越 
契約の総額 

2,000,000千円

当中間期末 
残高 

― 千円

 

２ 運転資金の効率的な調達を行

うため主要取引金融機関と当座

貸越契約を締結しております。

当座貸越 
契約の総額 

1,700,000千円

当中間期末 
残高 

― 千円

 

２ 運転資金の効率的な調達を行

うため主要取引金融機関と当座

貸越契約を締結しております。 

当座貸越 
契約の総額 

2,000,000千円

当期末残高 ― 千円

 
※３ 消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、未払消費税等

として表示しております。 

※３ 消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、未収消費税等

とし、流動資産の「その他」に

含めて表示しております。 

※３   ―――――― 

 

(中間損益計算書関係) 

 

前中間会計期間 
(自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日) 

※１ 営業外収益の主要な項目及び

金額は次のとおりであります。 

受取利息 62千円
 

※１ 営業外収益の主要な項目及び

金額は次のとおりであります。

受取利息 277千円

有価証券利息 2,754 
 

※１ 営業外収益の主要な項目及び

金額は次のとおりであります。

受取利息 144千円

有価証券利息 428 

補助金収入 17,365 
 

※２   ―――――― ※２ 営業外費用の主要な項目及び

金額は次のとおりであります。

新株発行費償却 1,550千円
 

※２ 営業外費用の主要な項目及び

金額は次のとおりであります。

新株発行費償却 35,925千円
 

 ３ 減価償却実施額は次のとおり

であります。 

有形固定資産 46,193千円

無形固定資産 7,251 
 

 ３ 減価償却実施額は次のとおり

であります。 

有形固定資産 22,419千円

無形固定資産 10,932 
 

 ３ 減価償却実施額は次のとおり

であります。 

有形固定資産 92,494千円

無形固定資産 14,761 
 

※４ 研究開発費のうち、国庫補助

金により実費相当額の支払を受

ける79,273千円については、研

究開発費から控除しておりま

す。 

 なお、国庫補助金により取得

した有形固定資産のうち、会社

負担分については、特定の研究

開発目的の固定資産として、取

得時に研究開発費として処理し

ております。 

※４   ―――――― ※４ 研究開発費のうち84,570千円

については、国庫補助金により

実費相当額の支払を受けている

ため、研究開発費から控除して

おります。 

なお、国庫補助金により取

得した有形固定資産のうち、会

社負担分については、特定の研

究開発目的の固定資産として、

取得時に研究開発費として処理

しております。 
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(リース取引関係) 

 

前中間会計期間 
(自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

 (借手側) 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、中

間期末残高相当額 

 
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額 
相当額 
(千円) 

中間期末 
残高 

相当額 
(千円) 

機械装置 150,948 18,868 132,080 

工具器具 
備品 

54,197 39,281 14,915 

合計 205,146 58,150 146,995 

  

 (借手側) 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、中

間期末残高相当額 

 
取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

中間期末
残高 

相当額
(千円)

工具器具
備品 

74,079 46,039 28,040

  

 (借手側) 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、期

末残高相当額 

 
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

期末残高
相当額
(千円)

工具器具
備品 

68,635 22,575 46,059

  

(2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

１年内 41,497千円

１年超 81,884 

合計 123,382 
 

(2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

１年内 25,812千円

１年超 2,707 

合計 28,520 
 

(2) 未経過リース料期末残高相当

額 

１年内 38,003千円

１年超 8,637 

合計 46,640 
 

(3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

① 支払リース料 53,003千円

② 減価償却費 
  相当額 

46,621 

③ 支払利息 
  相当額 

3,230 

 

(3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

① 支払リース料 23,759千円

② 減価償却費 
  相当額 

23,322 

③ 支払利息 
  相当額 

459 

 

(3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

① 支払リース料 76,989千円

② 減価償却費 
  相当額 

73,532 

③ 支払利息 
  相当額 

4,363 

 
(4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左 

(5) 支払利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利息

相当額とし、各期への配分方法

については利息法によっており

ます。 

(5) 支払利息相当額の算定方法 

同左 

(5) 支払利息相当額の算定方法 

同左 

 

(有価証券関係) 

前中間会計期間末、当中間会計期間末及び前事業年度において子会社株式で時価のあるものはあり

ません。 
 

 

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 
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(重要な後発事象) 

 

前中間会計期間 
(自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日) 

１ 会社分割 

平成15年６月23日開催の当社の

取締役会において、当社は平成15

年９月１日を期して、HVJエンベ

ロープベクター（以下、「HVJ-

E」とする）事業部門を会社分割

し、連結子会社であるジェノミデ

ィア株式会社（以下、「ジェノミ

ディア」とする）に承継させるこ

とを決議いたしました。その概要

は次のとおりであります。 

(1) 会社分割の目的 

当社グループ内（当社及びジ

ェノミディア）に分散している

HVJ-E関連の研究施設、知的所

有権などの資産及びノウハウな

どをジェノミディアに集約化

し、同事業の経営資源の効率的

な利用、経営判断の迅速化を実

現することを目的としておりま

す。これにより、当社グループ

は、事業の三本柱の一つである

HVJ-Eプロジェクトの一層の強

化を目指します。 

(2) 分割期日 

平成15年９月１日(予定) 

(3) 分割方式 

分社型吸収分割 

(4) 株式の割当 

分割に際し、ジェノミディア

が発行する普通株式211株を当

社に全株割り当て交付 

(5) 分割交付金 

分割交付金の支払なし 

(6) 分割する事業の内容 

HVJ-Eを利用した、機能解析

用途及び医薬品用途の二つの分

野に応用する研究開発事業 

(7) 分割する事業の規模 

事業収益：55,416千円 

(平成14年12月期) 

(8) 譲渡資産及び負債の金額 

資産：94,537千円 

負債：  ― 千円 

―――――― １ ストックオプション 

平成16年２月20日開催の取締役

会及び平成16年３月30日開催の定

時株主総会の決議に基づき、当社

及び当社子会社の取締役、従業員

並びに就業予定者に対して、商法

第280条ノ20及び第280条ノ21の規

定に基づき、新株予約権の付与を

行なうものであります。 

(1) 株式の種類：普通株式 

(2) 新株予約権の予定総数： 

①900個を上限とする。 

②900個を上限とする。 

(3) 新株予約権の発行価額：無償

(4) １株当たりの払込価額： 

①新株予約権を発行する日の属

する月の前月の各日(取引の

成立しない日を除く)の東京

証券取引所における当社普通

株式の普通取引の終値の平均

値に1.05を乗じた金額とし、

計算の結果生じる１円未満の

端数は切り上げる。ただし、

その金額が新株予約権を発行

する日の東京証券取引所にお

ける当社普通株式の終値(当

日に取引が無い場合は、その

日に先立つ直近日の終値)を

下回る場合には、当該終値を

払込価額とする。 

②１株当たり280,396円 

(5) 新株予約権の行使期間： 

①平成18年４月１日から 

 平成25年12月31日まで 

②平成16年４月１日から 

 平成23年12月31日まで 
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前中間会計期間 

(自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日) 

(9) 分割承継会社の概要 

商号：ジェノミディア株式会社 

設立年月日：平成14年７月１日 

本店所在地：大阪府大阪市 

代表者： 

 代表取締役社長 小谷均 

資本金：40,000千円 

   (平成14年12月31日現在) 

株主資本：30,817千円 

   (平成14年12月31日現在) 

総資産：33,818千円 

   (平成14年12月31日現在) 

決算期：12月 

従業員数：１名 

   (平成14年12月31日現在) 

なお、分割後の当社のジェノ

ミディアに対する持株比率は

77.6％となります。 

  

 

 


